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事 業 計 画 提 案 書 
 

 

 

法 人 名                     

実施事業名  （看護）小規模多機能型居宅介護      

 

１ 基本理念及び方針 

（１）応募の理由について 

 

 

 

 

 

（２）介護保険制度及び地域密着型サービスの意義について 

 

 

 

 

 

（３）個人情報の取扱い、従業員の守秘義務について 

 

 

 

 

（４）食費、宿泊費その他の実費負担等について 

 ※算出根拠を明確に記入してください。 

 

 

 

 

 

（５）法令等遵守について 

 

 

 

 

様式４ 
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（６）サービスの質の向上に向けた取り組みについて 

※どのようなことに取り組むか、取組方針を簡潔に列記してください。 

詳細は、以降の質問の中で示してください。取組方針と合致する質問が無い場合は、本欄に

詳細な説明を記載してください。 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

 

 

 

２ 利用者への対応 

（１）利用者への人権・尊厳の保持（身体的拘束廃止、虐待防止等）について 

 

 

 

 

 

（２）苦情対応について 

 

 

 

 

 

 

（３）個別ケアについて 

 

 

 

 

 

（４）認知症ケアについて 
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（５）ターミナルケアについて 

 

 

 

 

 

（６）サービス利用者決定について 

 

 

 

 

 

（７）利用者への情報提供について 

 

 

 

 

 

 

３ 職員体制及び職員の育成 

（１）人員確保について 

 

 

 

 

 

（２）雇用の安定について 

 

 

 

 

 

（３）管理者の役割・責務について 
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（４）基準に義務付けられている資格や研修について 

 

 

 

 

 

（５）職員の研修の機会確保について 

 

 

 

 

 

（６）職員におけるハラスメントの防止について 

 

 

 

 

 

 

 

４ 周南市内からの雇用の促進等 

（１）周南市内在住者の雇用の促進について 

 

 

 

 

 

（２）周南市内の事業者からの什器調達について 

 

 

 

 

 

（３）施設整備（下請）工事における周南市内の事業者の活用について 
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５ 事業運営 

（１）施設や設備面における利用者への配慮について 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域における事業所の立地状況について 

 

 

 

 

 

 

（３）事業所の設置・運営に係る地域住民等から理解を得るための取組について 

 

 

 

 

 

 

（４）地域との連携について 

 

 

 

 

 

 

（５）利用者家族との交流について 
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（６）協力医療機関等との連携体制について 

 

 

 

 

 

 

（７）地域包括支援センター、市内介護サービス事業所等との連携・協力について 

 

 

 

 

 

 

（８）運営推進会議の構成、活用について 

 

 

 

 

 

 

（９）安定した事業運営のための利用者確保について 

 

 

 

 

 

 

（１０）事業を運営するに足りる実績・経験について 
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６ 安全性への配慮 

（１）日常的な点検体制について 

 

 

 

 

 

（２）危機管理体制（防火設備・計画・訓練、災害時の緊急連絡体制等）について 

 

 

 

 

 

（３）事故防止や事故発生時対応について 

 

 

 

 

 

（４）衛生管理や感染症等発生時対応について 

 

 

 

 

 

（５）業務継続計画の策定について 

 

 

 

 

 

 


